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１.　グローバル化に伴う国家の構成員の変化と
国家の主権行使の変化
　領域の意義の変化
今日の世界政治において進行している経済
的・文化的・政治的変化のために、国家の形態
は次のａからｂへと変化している。
　
ａ．従来の「国家」＝ 領土＋国民＋主権
　　ｂ．今日の「国家」＝ 
　　　　領土（物理的な領土＋
　　　　　「抽象的な」領土）＋
　　　　国民（従来の意味の国民＋
　　　　　外国人の滞在者）＋
　　　　主権
　
現在も続いているグローバル化の過程の特徴
は、「超領域化の進行」（Scholte ２０００）と表現
することができる。超領域化とは、物理的・法
的に領土を保有することなしに自国の影響力を
他国に及ぼすことが可能な場合が存在すること
である。「ボーダーレスな世界」という表現は
こうした状況を描写したものである。ただし国
境そのものは今日も確かに存在するし、状況に
よっては従来よりも国境が「高く」、「通過しづ
らく」なる場合もあることも確認する必要があ
る。２００１年以降、様々な国の入国管理が厳しく
なったことはその一例である。
さて、国家の概念は、１７世紀以降の西洋にお
けるウェストファリア体制を前提とした国家観
（かつての植民地宗主国や１９７０年代頃までの工
業国に適合する概念）に基づいていることが多
い。この見方においては、国家は硬い殻に覆わ
れたビリヤードボールのようなものであり、な
おかつ政治は経済から独立していると考えられ
てきた。これとは対照的にコックス（１９９６）は 
state/society complex 概念を提唱し、経済と
政治、国内と国外は互いに影響を与えると考え
る。この概念に基づくならば、国内の政治・経
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当論文は、次の３点を論ずることを通じて、現代日本における社会と国家の構成員の特性に変化が生
じていることを示す。まず、国家の構成要素（領域、国民、主権）のうち、領域が有する意義がグロー
バル化の過程の中でどう変化しているか、そしてそのことが他の二つの構成要素、すなわち「国民」と
「主権」のあり方にどのような影響を及ぼすかを理論的に考察する。次いで、領域と国民の特性に関する
変化、すなわち超領域化の進行と de facto 構成員の増加が、主権行使のしかたの変更を迫った例とし
て、日本が１９９０年代から２１世紀初頭にかけて行った「犯罪取締りの国際化」を取り上げる。さらに、「犯
罪取締りの国際化」よりも遅れていた「犯罪被害者の国際化」に関して、日本が２００５年にどのような対
応をしたかに言及する。
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済活動の影響は一国の国境を越えて他国の政治
経済にも影響を及ぼすし、逆に他国の政治経済
の動向が自国の国内社会に影響することもある
ことになり、グローバル化の過程を説明するこ
とができる。
従って「超領域化」の進行とは、ある一つの
state/society complex の影響を他の state/
society complex に及ぼすことができる空間が
広がるということである。そして、ある二つの
国々の間でこのような過程が進んでいる場合、
それぞれが相手の国の「事実上の（de facto）」
一部になりつつあると考えられる。つまり、法
律上（de jure）はそれぞれ独立した国家であっ
ても、政治経済上の実態面においては、お互い
がそれぞれの影響下に「組み込まれる」（ウォー
ラーステイン １９９７：４５）ということである。た
だし、ウォーラーステインが資本主義経済の拡
大を、ある社会または国家が他の社会・国家に
「組み込まれる」と表現したように、さらにはコ
ヘインとナイが「相互依存」の概念を定義する
際に述べたとおり（Keohane and Nye １９７７）、
この重なり合いの過程が当事者である二つの
国々にとって平等である保証はないことに留意
すべきである。
このような国家どうしの「重なり合い」が経
済活動の実体面において先行するのが地域化
（regionalization）である。これに対し、政治・
法律面において「重なり合い」を進めるのが地
域主義（regionalism）である。東アジアにお
いては様々な地域主義の動きが存在するが、欧
米に比べると冷戦の「終結」が遅いという歴
史的経緯のために、地域化が先行している
（Breslin et al ２００２）。換言すれば、東アジアで
は de facto の state/society complex の結合が 
de jure の state/society complex の結合よりも
進行しているのである。
今日の政治経済の活動の結果、国家はかつて
の領域国家から部分的に超領域的な国家になり
つつあり、そのために複数の国家が重なり合い
つつあることが、ここまでで確認された。この
ようなグローバル化の過程の中で、特に東アジ
アにおいては、de facto の結合が先行している
ことも示された。次いで、国家の構成員の特性
にはどのような変化が生じているのかを検討す
る。
　「De jure 国民」から「de jure 国民＋de 
facto 構成員」へ
グローバル化の過程の中で、国家の構成員の
変化の原因となっているのは、国際人口移動で
ある。国際人口移動の結果、国家の構成員の特
性は次のようにｃからｄへと変化していると考
えられる。
　
ｃ. 国民国家と「国民」：国家の活動は通
常、領土に制約されると前提され、こうし
た国民国家においては「de facto 市民＝
de jure 市民＝国民」という関係が成立す
る、またこの関係になじまない外国から来
た者が社会の構成員になることは基本的に
はない、という考え方が強かった。
ｄ. グローバル化しつつある国家と「de 
facto 構成員」：国家の活動は領土の制約を
部分的に超える（グローバル化しつつある）
一方、「de facto 構成員」であるが「de jure 
市民」ではない人々が社会の構成員となる
ケースの存在が、圧倒的多数ではないもの
の知られるようになっている。
　
ここで de facto 構成員とは、ある社会において
生活し、場合によっては経済活動も行い、実質
的にその社会の構成員である人々とする。ま
た de jure 国民とは、ある社会の構成員である
ことを、その社会に成立している国家から法律
を通じて確認されている人々とする。
国際人口移動は従来、その受入国にとっては
まったくの外的な影響力であり、その発生につ
いて受入国は無関係であるとみなされてきた。
この見方の背景には、上述の「ビリヤードボー
ル」型国家観がある。これに対して、state/so-
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ciety complex の概念で国家をとらえ、かつ
「超領域化」の進行という現状を踏まえるなら
ば、国際人口移動は受入国自身の活動に対する
中長期的かつ間接的な反応であると見ることが
できる。なぜならば、政治経済活動の超領域的
な活発化は、国際人口移動にとって中長期的な
構造的要因を形成するからである。短い期間内
では、両者の間に線形的で直接かつ決定論的な
因果関係は認めにくい。しかし、工業化に伴う
社会構造の変化が人口の流動性を高め、その結
果まず国内人口移動が、さらにその中から（人
数は相対的に少ないものの）国際人口移動が発
生することを考慮すると、国際人口移動に関与
する個々のアクターにとって、目的地となる国
の超領域的な政治経済面および文化面の影響力
には看過できないものがあると考えられる。
例えば近代日本をめぐる国際人口移動を概観
してみても、このことが明らかである。２０世紀
前半の日本への国際労働力移動（朝鮮半島や台
湾などから）、日本からの国際労働移動（ハワ
イ、米国本土、ブラジル、ボリビア等の中南米
諸国、中国東北地方（旧「満州国」）などへ）、
また高度経済成長期の日本における国内労働移
住（集団就職、「金の卵」）も、そのときどきの
経済・社会的変動への反応として説明できる。
一方、戦後の東アジアにおける工業化・構造変
換の連鎖には、日本の投資と社会的影響が重要
かつ不可欠な条件であった。このことを勘案す
ると、１９７０年代後半以降の日本への国際人口移
動 （特にアジア諸国から） には、こうした工
業化・構造変化への中長期的な反応として起き
たという側面があると言える（Sellek ２００１）。
従って、国際人口移動は日本にとって完全に外
的な要因ではないことが、日本の国家と de 
facto 構成員との関係を検討する際に、考慮に
入れられるべきである。
　主権行使の対象の多様化
グローバル化の過程において領域の意義が変
化し、また構成員の特性も国際人口移動に伴い
変容しているという状況の下で、国家（特に国
際人口移動を受け入れている国家）の主権行使
のあり方は、どのように変化できるか、また変
化すべきかという問題をここで検討したい。こ
の問題に対する当論文の主張を先取りするなら
ば、従来の形の国家が de jure 国民との双務的
関係に立って主権を行使していたのに対し、グ
ローバル化しつつある今日の国家は、de jure 
国民のみならず、de facto 構成員との間の双務
的な関係を踏まえて主権を行使すべきであると
考えられる。換言すれば、国家の主権行使の対
象としてのみならず、主権行使に関して国家が
責任を負う対象として、de facto 構成員の存在
を公式に認めるべきだということである。
従来の国民国家では、de jure 国民に対する
様々な義務を果たすために、また de jure 国民
に対する権利として、国家は主権を行使した。
後者については、社会全体の利益のために、あ
る国民に対して主権を行使するという目的が設
定された。例えば犯罪の取締りがそうである。
グローバル化しつつある国家においても、この
ような国家と de jure 国民との権利・義務の関
係は継続する。しかし国民国家と異なるべき
は、de facto 構成員と国家（特に国際人口移動
の受入国）との間にも、このような権利と義務
の双務的な関係を確立させることである。
上記のことは、社会契約の概念を媒介にして
次のように説明される。国民国家成立の過程に
おいて、国家の構成員（市民）と国家との権
利・義務との関係が社会契約の概念に表現され
た。社会・市民と国家の関係を両者の間に結ば
れた（とされる）契約という双務的な関係とと
らえること自体は、双方のあるべき関係を検討
するために有効であるので、今日においても意
義がある。しかし、絶対主義・封建主義国家か
ら自由主義・資本主義国家への移行に伴って築
かれた社会契約概念の問題点の一つは、この
「契約」の対象者の範囲が狭すぎることである。
「市民」とは当時の有産階級の男性の国民を意味
しており、女性・奴隷・外国人は除外されてい
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た（古くは都市国家の時代のプラトン（１９７８）
やアリストテレス（１９７９）がそうであり、また
国民国家の時代に至ってはホッブズ（１９７９）、
ロック（１９６８）、ルソー（１９５４）にもあてはま
る）。このような「契約」対象者を限定するこ
との問題点は従来からも指摘されていたが、超
領域化が進行する今日においては（次節に示す
ように）なおさら問題である。それゆえに、超
領域化の下で国際人口移動を受け入れている国
家は、de facto 構成員も社会契約の対象である
ことを認識し、主権の行使は de facto 構成員に
対する義務を果たすためにもなすべきであるこ
とを確認すべきである。
こうした議論を裏付けるために、当論文はこ
こで「人間の安全保障」概念を導入する。市民
と国家のあいだに結ばれた社会契約の内容は、
自由権、政治権および社会権の三つの権利の概
念に表現されている。これらのうち社会権と政
治権については、de jure 国民にのみ認められ
るべきものとの考え方が強い。社会権や政治権
が de facto 市民（外国からの来訪者、短期滞在
者、ならびに非正規滞在者）に認められる可能
性は大きいとは言いがたいし、あるとしても実
現までに時間を要する１）。しかし自由権、特に
国家による権力濫用からの自由は、de jure 国
民にも de facto 構成員にも保証されてしかる
べきであることが、国際法に規定されている２）。
とはいいながら、de facto 構成員にとっての自
由権の保証に、今日の国家、とりわけ国際人口
移動を受け入れている国家が、すべてのケース
においてこの責任を全うしているとはいいがた
い。このような国家の姿勢には、やはりビリ
ヤードボール型の、国外に対して閉ざされた国
家観が影響していると考えられる。国際人口移
動の流れの中で非国家アクターによる非合法的
活動の影響を被っている外国人が自国領土内に
いるという状況に、受入国の国家が対応しよう
とするならば、問題のとらえ方の変更が必要で
ある。具体的には、上記の状況を人間の安全保
障 （吉田 （２００４）、勝俣（２００１）、UNDP（１９９４））、
特に「犯罪の恐怖からの自由」に関わる問題と
して性格づけることが可能であり、また必要で
ある。
なお、主権行使のあり方をこのように変化さ
せることは、国家の活動の正統性を確保する点
からも重要である。国家にとっての正統性の
需要が、実際に調達できる正統性を上回ると
き、その国家は危機を経験する（ハバーマス
（１９７９）、p. ４７）。正統性と合法性とは必ずしも
常に一致するわけではないから、「合法的」な行
動（ウェーバー（２００５））であっても、国家の行
うことは正統性に欠けるとして国民から批判さ
れることもある。なぜならば、国家の支配の正
統性は、国家が行使する強制力と、被支配者た
る国民の自発的同意との双方の要素から保証さ
れる（グラムシ（２００１）、p. １６３）からである。
支配の正統性を確保できない状態が継続するこ
とは、その国家の存続にとってマイナス材料に
なりうる。従って、現在進行中のグローバル化
の過程における国家の再編成に関して、支配の
正統性を回復できたか、あるいは確保できない
状態が続いたかは、その国家がグローバル化の
影響に効果的に対応できたか否かを示すと言え
る。なお、筆者が国家の正統性について関心を
寄せるのは、ヘーゲル（１９７８）のように国家の
存在そのものを人間にとって不可欠のものと絶
対視するからではない。次節で言及するよう
に、グローバル化の過程における非国家アク
ターの活動の中には社会に負の影響をもたらす
ものがあり、それに対抗するために国家の持つ
資源やノウハウが必要とされる場合があるがゆ
えである。もちろん、これとは逆に国家の活動
が社会に負の影響をもたらす場合もあることも
銘記されなくてはならないが、これについて論
ずることは当論文の目的を超える。
２.　現代日本における「犯罪取締りの国際化」
と「犯罪被害者の国際化」
超領域化と国際人口移動の進行の下で、現代
日本の国家は de facto 構成員とどのような関
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係にあるのかを検証するために、この節では外
国人と犯罪の問題をとりあげる。超領域化の進
行の下で国際人口移動を受け入れている国家
が、自国領土内に滞在している de facto 構成員
をめぐって主権を行使する際には、従来から 
de jure 国民に対して行ってきたのと同様、国
家の権利として de facto 構成員に対して主権
を行使する場合と、de facto 構成員に対する義
務・責任を果たすために主権を行使する場合と
があると述べた。これを外国人と犯罪をめぐる
文脈に適用するならば、「権利」として主権を行
使するとは、de facto 構成員を犯罪取締り（捜
査・起訴・裁判・矯正）の対象とすることであ
り、「義務」として主権を行使するとは de facto 
構成員を犯罪被害者として保護することであ
る。
ところがもし、国際人口移動の受入国の司法
機関が、犯罪の被害に遭ったある外国人の保護
やその犯罪の取締りに乗り出さなかったとする
とどうなるか。この外国人の本国（国籍国）の
司法機関は直接関与できないから、この人の自
由権（犯罪の恐怖からの自由）を保障する国家
機関は存在しないという状況になる。このこと
はつまり、国際犯罪組織の活動（例えば人身売
買）というグローバル化の負の側面の進行に比
べて国際人口移動の受入国の対応が遅いため
に、従来の国民国家の仕組みには存在しなかっ
た人間の安全保障のすきまが明らかになり、し
かもそうした「すきま」をこの受入国が放置し
たということである。これまでの議論からすれ
ば、国際人口移動の受入国が de facto 構成員の
人間の安全保障について責任を免れられる理由
はないはずである。したがってこのような「す
きま」の放置は、外国人に対する差別であると
みなされても、反論は難しいであろう。国家の
超領域化が現在進行している一方で、犯罪取締
りはいわば「地面についた」仕事、領土に制約
された仕事という側面を持つ。それゆえに「犯
罪の恐怖からの自由」に関して、国際人口移動
の受入国の国家は、de jure 国民のみならず de 
facto 構成員に対しても責任を持つべきであ
る。いま一つ別の比喩を用いるならば、犯罪被
害者への支援と犯罪容疑者への対応とは、あた
かも会計帳簿の借方と貸方を個別に記入するよ
うに、隣接しているが別個の問題として検討か
つ対応されるべきだということである。犯罪被
害者としての外国人への支援と、犯罪容疑者へ
の対応とを初めから差し引きして、受入国家が 
de facto 構成員に対して有する責任を帳消しに
すべきではない。
外国人と犯罪をめぐる問題において、日本の
国家が de facto 構成員に関して行った主権行
使の状況が明らかであるケーススタディーとし
て、ここで「言葉の壁」問題をとりあげる。こ
の問題は、現象としては現代日本の司法プロセ
スにおいて、容疑者・被告・参考人が外国語の
話者であるために、警察官・検事・弁護士・判
事との間で言葉が通じないことであり、さらに
はこのことに伴う法律的・政治的諸問題も含ま
れる。現代日本に北東アジア以外からの移住労
働者が到着し始めたのは１９７０年代末であるか
ら、この頃から「言葉の壁」問題が発生した可
能性が考えられる。しかし日本の司法機関が公
式に「言葉の壁」問題の存在を認めたのは、西
アジア・東南アジアからの移住労働者（特に男
性）が増加した１９８０年代末であった。
この問題は、具体的には次の２つの側面から
なる。第１は取り調べと裁判における通訳の不
足である。この側面に対しては、司法プロセス
内部で通訳を養成すると同時に、司法プロセス
外部の人（ほんの片言をしゃべることができる
だけという人も含まれた）に通訳を委託した。
第２の側面は、通訳の数が増加した場合でも、
質の向上が伴わなかったことに伴う問題であ
る。つまり「通訳」はつけたものの、その人の
語学的能力が十分か、職業倫理は適切か、につ
いて疑問が投げかけられたケースが複数存在し
たのである。日本に滞在していたタイ人女性が
殺人事件の被告となった「下館事件」、「道後事
件」、「Ｎさん事件」などがその例である。また
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別のある事件においては被告が「私は被害者を
刺してしまった」と供述したのにも拘わらず、
通訳が「殺すつもりで刺して刺しまくった」と
誤訳したことがあった。通訳の質の問題につい
て日本の人権 NGO は改善を求めたし、またあ
る事件においては、取り調べ段階における通訳
の不十分さを裁判所が指摘したこともあった。
これらを受けて日本の司法機関は１９９０年代に司
法通訳の量的増加ならびに質的向上に努めた。
この結果、理想的状況には依然距離があるとし
ても、１９９０年代末における司法通訳の仕組み
は、問題の存在が公式に認められた当時に比べ
ると一定の進歩・充実が見られるようになっ
た３）。ただし、こうした変化が確認できたのは
主に裁判所においてである。取調べ、矯正、ま
た入国管理の審査プロセスにおける「言葉の壁」
への取り組みの実情について筆者はデータを持
たない。
さて、１９９０年代以降の現代日本における外国
人と犯罪の問題に言及する際に、「犯罪の国際
化」という表現が使われることがある。誰が、
どこで、どのように犯罪に関わり合うのかを基
準にすると、「犯罪の国際化」には次の４つの側
面があることが分かる。
Ａ.「犯罪容疑者の国際化Ⅰ」（日本国民が外
国で罪を犯す）
Ｂ.「犯罪被害者の国際化Ⅰ」（日本国民が外
国で犯罪被害に遭う）
Ｃ.「犯罪容疑者の国際化Ⅱ」（外国籍を持つ
者が日本国内で罪を犯す）
Ｄ.「犯罪被害者の国際化Ⅱ」（外国籍を持つ
者が日本国内で犯罪被害に遭う）
理論的にはこれらの４側面が考えられ、かつ現
実にもそれぞれが問題になっている。それにも
拘らず、日本国内の報道ではあたかも C の側面
だけが「犯罪の国際化」であるかのように表現
されることがしばしばあることがこの表からも
分かる。
では、すでに説明した「言葉の壁」問題への
日本の国家の対応は、グローバル化の時代の 
de facto 構成員をめぐる主権行使のありかたと
いう観点からは、どう評価できるだろうか。
「犯罪容疑者の国際化Ⅱ」への対応、つまり犯罪
取締りの国際化が中心であり、「犯罪被害者の
国際化Ⅱ」、すなわち犯罪被害者の国際化への
対応は乏しいと考えられる。「言葉の壁」問題
に対応すべく、日本の司法機関が司法通訳制度
を整備した理由には「外国人容疑者・被告の人
権への配慮」が含まれる。これ自体大変に重要
なことであり、このための関係者の努力は正当
に評価されるべきである。ただしこれらの制度
整備はあくまで、de facto 構成員に対しての
誤った司法権行使を避けるためである。司法通
訳を導入して「言葉の壁」問題に対応したとい
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表　「犯罪の国際化」の４つの側面：国家は犯罪取締りをどこで、誰に関して行うか
誰に関して？
Ｄ. 犯罪被害者
が外国人の場合
（犯罪被害者の
国際化Ⅱ）
Ｃ. 容疑者が外
国人の場合
（犯罪容疑者の
国際化Ⅱ）
Ｂ. 犯罪被害者
が自国民の場合
（犯罪被害者の
国際化Ⅰ）
Ａ. 容疑者が自
国民の場合
（犯罪容疑者の
国際化Ⅰ）
自国領土外自国領土外自国領土内自国領土内
現在のグローバリゼー
ション顕在化以前どこで？
自国領土内自国領土内他国領土内他国領土内現在
？司法通訳
犯罪捜査・裁判・
矯正に関する
国際協力
犯罪捜査・裁判・
矯正に関する
国際協力
国家の対応例何を？
（筆者作成）
うことは、日本の国家が外国人に対して司法権
を適法的かつ正統的に行使する権利を確立した
ということである。こうした配慮が、「犯罪容
疑者の国際化」と「犯罪被害者の国際化」のど
ちらへの対応かと問われれば、答えは前者であ
る。すでに述べたように、de facto 構成員を犯
罪容疑者として取り扱うか、あるいは犯罪の被
害者として取り扱うかは、それぞれ質的に異な
ることに注意が必要である。
上述した３事件の被告であったタイ人女性た
ちは、それぞれの事件の容疑者となる以前に、
国際人身売買の被害者であった。日本国内のい
くつもの人権 NGO はこの点を指摘し、国際人
身売買について国が対策をとるべきであると訴
えてきたが、これらの事件の取調べと裁判にお
いて政府や裁判所がこの点を考慮に入れたうえ
で罪を裁くことはほとんどなかったと言っても
過言ではないほどである。「下館事件」控訴審
判決後に「タイ女性の友」という NGO のある
メンバーは、「裁判は終わったが、国際人身売買
の被害者支援をしてきた私たちには大きな課題
が残された」と書いた。これは、日本の国家が
「犯罪容疑者の国際化」への対応には取り組ん
だが、「犯罪被害者の国際化」への対応が不十
分であり、まさに人間の安全保障の「すきま」
を放置したことを示している。
３.　２００５年の日本の刑法改正（いわゆる「人身
売買禁止法」）の意義
日本は２００５年に刑法を改正し、人身売買は犯
罪であると定めた。これは、「犯罪取締りの国
際化」に比べて遅れていた「犯罪被害者の国際
化」への日本の対応の第一歩である。ただし法
改正に向けたロビーイングの当事者である人身
売買禁止ネットワーク（JNATIP）は、今回の
法改正で人身売買を犯罪と定めたことは前進で
あるが、被害者保護における政府の役割が不明
確であり、民間の負担が依然として大きいこと
を指摘していることも銘記する必要がある。こ
の法改正について詳細な評価を行うことは当論
文の目的を超える。しかし、この法改正を現代
日本の国際関係に位置付けるならば、少なくと
も次の２つの分析視角から評価を行うことが可
能である。
第一点は、人権をめぐる国際政治の視角であ
る。つまり今回の法改正は、日本政府と米国政
府のそれぞれにとってどのような意義を有する
のかということである。今回の法改正は、日本
政府が独自に動き出したものでもなく、あるい
は国連の定める国際人権規範に従うというもの
でもなかった。２００４年６月の人権報告書発行と
いう米国政府の「外圧」（米国の国際人権政策
における「単独行動主義」）によるところが大
きい。上記報告書の公表直後に法改正の方針を
日本政府が立て、その後法律の成立と施行まで
１年間という非常に短い期間で行われたこと
に、「外圧」の強さ（さらには日本政府が感じ
たと推測される「屈辱感」の強さ（上村 ２００１：
３０６））を覗うことが可能である。カーター政権
以降の米国の人権外交の特徴を踏まえるなら
ば、米国は日本に何かを求めて人権外交を行っ
たのか、もしそうであれば何が目的であったの
か、は検討に値する。なお、米国政府の「外圧」
と同時に、法改正に向けてロビーイングを行っ
た日本（および米国）の NGO の役割も無視で
きない。こうした市民団体の存在がなかったな
らば、法改正の結果が現状とは異なったものに
なったおそれもありうる。外圧の有無にかかわ
らず、今回の法改正の意義は正当に評価される
べきである。しかしながら、法改正にいたるま
でのプロセスにどのようなことがあったかが明
らかになれば、今後の更なる対策向上に資する
ところがあるかもしれない。
第二点は、日本とアジア諸国との間で地域化
と地域主義化が進行しているという今日の文脈
の中に、今回の法改正はどのように位置づけら
れるかである。換言すれば、日本の経済的（＋
政治的）影響力が超領域的に拡大し、日本とア
ジア諸国の国家が「重なり合う」過程の進行と
対比して、今回の刑法改正は日本の de facto 構
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成員の範囲の質的拡張という観点からどう評価
されるかである。日本とフィリピンの両国政府
は２００４年１１月に、経済連携協定の締結について
大筋合意した。合意の内容は多岐に渉るが、当
論文にとって着目すべきは、看護師と介護士を
フィリピンから受け入れるとの基本方針に沿っ
て、具体的な条件の検討が行われていることで
ある（外務省 ２００４）。一方、いわゆる「エンター
ティナー」ビザの発給審査が、今回の刑法改正
の直後からフィリピン人に対しては厳格になっ
た４）。このような入管政策の変更は、日本と
フィリピンの政治経済的な関係の変化と連動し
ているのか、もし連動しているとすれば、政策
変更はどのように評価できるか、は検討課題た
りうる。
結　論
当論文は、現代日本の国家の構成員は従来の
意味の国民（de jure 構成員） のみに止まらず、
例えその人数は全人口に比べて相対的に少なく
とも、de facto 構成員も公式に含まれつつある
ことを示した。このことを明らかにするため
に、当論文は次の３点について論じた。まず、
国際政治経済における超領域化の進行が国家の
構成員の特性に関わる変化をもたらしたことに
伴い、国家は主権行使のしかたに変更を加えな
いかぎりその正統性に疑問が投げかけられるこ
とを理論的に示した。次いで、国家の構成員の
変化の実例として、現代日本をめぐる国際人口
移動に着目し、その影響の一つである「犯罪の
国際化」をとりあげた。この問題への対応にお
いて日本の国家は主権の行使のしかたを変更し
たものの、「犯罪取締りの国際化」が先行し、
人間の安全保障に関わる問題である「犯罪被害
者の国際化」への対応は遅れたことを示した。
最後に、日本が２００５年に行った刑法改正は、遅
れていた「犯罪被害者の国際化」への対応の第
一歩であることを報告した。
　 
注
　　当論文の第１節と第２節の一部は、滝（２００５）
と Taki（２００５a）に大幅に加筆したものである。
１）２００５年１０月に厚生労働省は，在外被爆者訴訟に
関して上告を断念する旨を発表した．この決定に
関して日本政府は，在外被爆者の中の被爆者健康
手帳の取得者は日本国民の手帳取得者と「同等の
権利を有する」と述べた（細田官房長官，２００５年
１０月７日；西日本新聞１０月８日，１
　
 面）．「国民」，
国家の構成員の定義の変更には，膨大な長さの時
間を要するが（今回の判決とその後の政府の決定
は，本件の元々の当事者の存命中には間に合わな
かった），変更することは可能であることを示す
一つの実例である．
２）外国人と，その外国人が滞在している国家（領
域国）との関係について，国際法には次のような
規範が存在する．「外国人は，滞在国の主権に服
し，原則として内国民と同様の義務を負わなけれ
ばならない」，「国家は，一般国際法上，日常生活
に不可欠な権利能力や行為能力を，外国人にも認
めなければならない」（当論文で検討している人
身の自由がこれに該当する）。さらには，「領域国
は，保障された外国人の権利の侵害を警察措置等
により事前に防止するとともに，侵害があった場
合には，行政的措置または司法的措置により事後
的に救済を与えなければならないとされる」（松井
他 ２００２：１６８  １６９）．規範は国家の行動に影響する
場合もあるが，すべての国家が常にすべての規範
に従うとは限らないことも実態である．
３）「言葉の壁」問題のより詳しい分析については，
Taki（２００５b）を参照．
４）上記の「エンターテイナー」ビザ発給の厳格化
について，佐々木（２００５）は，この資格を有する
フィリピン人女性たちの職業選択の自由が侵害さ
れたと述べた．この研究は，国際人口移動の当事
者に対して直接インタビューを行ったこと，法改
正の影響の分析を迅速に行ったという点において
も評価されるべきである．確かに，フィリピン人
女性のうち「エンターテイナー」としての労働移
住を希望していた人たちが，ビザ発給基準の厳格
化の影響を被ったことは事実であろう．しかし，
今回の刑法改正を評価するに際しては，少なくと
も次の２つの視点も必要と考えられる．その第一
は，「南の女性たち」の多様性を踏まえた分析，
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評価の必要性である．今回の法改正の意義は，
フィリピン人女性たちの中のエンターテイナー志
望者（この職業を選択することが可能な人々）と，
例えばタイやその他の国々から人身売買の被害者
として日本に滞在させられ，職業選択の自由のな
い人たちとの間で何らかの違いがあるかもしれな
い．こうした意義の違いを示唆することがらとし
て，タイ北部のチェンマイ市で運営されている 
HIV 感染者と AIDS 患者のためのシェルター利
用者の次のような経験に，ここで言及したい．こ
の利用者は１９９２年にタイから日本へ人身売買で連
れていかれ，合計で３回転売された．１
　
 度めと２
度めの「売買」のときには買い手に対する「借金」
がそれぞれ３８０万円と３００万円あったと告げられ，
その「返却」のために強制売春を６年間させられ
た．「結局，彼女は六年間借金漬けで，自分の手元
には一銭も入ってきませんでした．一番最後に二
万円もらって，その二万円を国へ送ったそうで
す．最後のオーナーから，『借金が終わったから，
あなたは自由だ』と言われ，やっと自由になりま
した…「それから彼女は，もう売春だけはいやだ
と思って，あちこちで働きました．工場で働いて
も給料はわずかですが，その中から故郷に仕送り
をしていました」（バーンサバイ ２００５：２２）．この
利用者は工場勤務のほかに，道路工事現場の交通
整理の仕事もしたと言う（青木恵美子氏へのイン
タビュー）．第二に，「エンターティナー」ビザ発
給の厳格化は，国際労働移住を行うフィリピンか
らの女性たちに中産階級的価値観を押しつけるも
のであること，そしてこれに関わるそしりを，人
身売買問題に取り組む日本国内のシェルター関係
者も逃れられないとも佐々木氏は述べられた．こ
れについては，批判の対象となるような考え方や
言動をする人たちが上記シェルターの運営者たち
の周囲にいたとは聞く。しかしシェルターの実際
の運営に関与したかどうかについては，筆者の乏
しい見聞からも疑問の余地をなしとしない．
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